
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１５４０１

若手研究(B)

2015～2012

タイにおける日系企業を中心とした産業集積に関する研究

Research on Industrial clusters of Japanese companies in Thailand

１０３８８７１２研究者番号：

加藤　厚海（Kato, Atsumi）

広島大学・社会（科）学研究科・准教授

研究期間：

２４７３０３１６

平成 年 月 日現在２８   ５ ２５

円     2,800,000

研究成果の概要（和文）：タイにおける製造業の産業集積では、日系自動車メーカーを中心として、多数の日系企業か
らなるサプライヤーシステムが形成されている。特にトヨタ系列では、日系企業をパートナーとして、日本型取引慣行
（長期継続取引、系列取引）が忠実に再現されていた。その形成プロセスでは、サプライヤーを選別し、生産工程へ入
り込んだ技術指導を通じて、サプライヤーの育成が行われていた（育成購買行動）。本研究の意義は、タイの産業集積
は日系企業が主体となって形成されてきた、特異な産業集積であること、その背景には、日系自動車メーカーが育成購
買行動を通じて、日本型取引慣行を海外でも展開しようとする傾向があることを明らかにした点である。

研究成果の概要（英文）：Industrial clusters in Thailand are composed of many Japanese companies, 
especially automobile companies and their suppliers. In the supply chain of Toyota in particular, Toyota 
and Denso regard their suppliers as partners and they build the same Japanese buyer-suppliers 
relationship　(long-term relationship, Keiretsu) in Thailand as in Japan. Toyota and Denso select 
specific suppliers and they train them through free technical assistance in the manufacturing process 
(i.e. purchasing activities through training of suppliers). In this study, it is revealed that Japanese 
automobile companies and their suppliers played an important role in the creation process of industrial 
clusters in Thailand. As a result, these clusters are very unique in the world. Behind the uniqueness, 
there is a tendency among Japanese automobile companies to build Japanese buyer-supplier relationship 
abroad via purchasing activities through training of suppliers.

研究分野：経営学
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1． 研究開始当初の背景 
 
（1）社会的背景 
近年、日系企業のアジアへの進出が進む中
で、日系企業は ASEAN 諸国において競争優
位を築きつつある。そうした中で、特にタイ
は、日系企業の一大製造拠点となっており、
大手自動車メーカー・電機メーカーのタイへ
の進出に伴って、サプライヤーも製造拠点を
移転しており、日系企業を中心とした産業集
積が形成されている。 
また、中国との政治問題、中国での賃金の
大幅な上昇を考えると、日本企業にとって、
今後、さらに ASEAN の重要性が増してくる
と予想される。しかしながら、ASEAN 諸国
における製造業の拠点であるタイの産業集
積について、十分には明らかとなっていない
のが現状である。 
 
（2）学術的背景  
 既存の産業集積研究は、主に、先進国の集
積地を研究対象としてきた。例えば、日本国
内では、東京大田区や地場の産地に関する研
究は多数行われてきた（関 1993 等）。また、
既存研究の分析視角としては、企業間の取引
ガバナンス（伊丹 1998，高岡 1998）、企業間
分業（Piore&Sabel1984，山崎 1977）、産業シ
ステム（Saxenian1994）などに焦点をあわせ
た研究なども多数行われてきたが、集積内部
の取引慣行（加藤 2009）に注目したものは多
くはない。 
一方、取引慣行に関する研究は、サプライ
ヤー・システムの研究分野で多数の研究蓄積
がある。日本のサプライヤー・システムの代
表的な研究としては、浅沼（1997）がある。
そこでは日本における長期取引関係の構造
と機能が明らかにされ、開発業務に深く関与
する承認図の部品サプライヤーの存在、サプ
ライヤーによる部品改善提案とそのインセ
ンティブ等が検討された。また、藤本（1998）
は、日本のサプライヤー・システムには、①
継続的取引、②少数者間の有効競争、③まと
めて任せること、という 3つの特徴があるこ
とを指摘している。一方、取引コスト論を基
にした、西口（2000）、Dyer(1997 )は、自動車
メーカーとサプライヤー間の取引特殊資産
が、品質・リードタイムに対してプラスの影
響を与えることを指摘している。 

 
（3）既存研究の限界 
以上の研究には以下の限界があると考え
られる。第一に、既存研究の分析対象は、日
本や欧米といった先進国の産業集積を対象
としてきたことである。特に、タイは日系企
業にとって非常に重要な製造拠点でありな
がらも、タイの産業集積の実態把握と詳細な
分析・検討が看過されてきた。 

近年、新興国市場の発展が急速に進む中で、
アセアン諸国の中では、タイが各国とFTA（自
由貿易協定）を結んでおり、アジアの製造業
の拠点・輸出拠点となりつつある。そして、
日系自動車メーカーが多数進出する中で、部
品関連の産業集積が形成されている。 
このように多数の日系企業が集積する一
大製造拠点であるにも関わらず、タイを中心
としたサプライヤー・システムの現地化の実
態（企業間分業とそのマネジメント、サプラ
イヤーの育成手法等）は、ほとんど明らかと
なっていない。 
第二に、サプライヤー・システムの海外で
の現地化が進む中で、日本型取引慣行がどの
ように変容しているかについて検討がなさ
れていない点である。日系企業が多数進出し
ているため、依然として日系サプライヤーを
活用する比率が高いが、一方で現地サプライ
ヤーも増加し、サプライヤー間の競争は激化
している。したがって、従来の日本型取引慣
行が変容している可能性もあるが、その点に
ついてはほとんど明らかとなっていない。 
 
2．研究の目的 
 
本研究では、日系企業が中心となった産業
集積の形成について、特に取引関係に注目し、
①日系企業のサプライヤー・システムの現地
化プロセス（育成プロセス等）、②日本型取
引慣行の変容について検討する。そして、タ
イを中心に日系企業中心の産業集積がどの
ように形成され、現地化が進む中でどのよう
に変容してきたのかを明らかにする。 
 そして、具体的には、自動車産業に焦点を
絞った上で、自動車産業のサプライヤー・シ
ステムと産業集積について検討を行う。 
 
3．研究の方法 
 
 本研究を行うに当たって、事例研究を採用
した。また、全体像を捉えるような統計的資
料が存在していないため、インタビュー調査
によってデータの収集を行った。具体的には、
1 次データの収集については、インタビュー
調査によって収集されたデータを基にして
いる。また、2 次データについては、自動車
関連の調査会社であるフォーイン社の資料
『アジア自動車部品産業 2012』、同じく自動
車関連の調査会社であるアイアールシー社
の資料『タイ・インドネシア自動車産業の実 
態 2015年版』を一部、利用した。 
 また、本研究では主に、トヨタ系列の企業
を中心に検討を行った。現地へ進出している
日系自動車メーカー（トヨタ、日産、ホンダ、
マツダ、いすゞ、スズキ）をすべて調査検討
することは困難であり、また、1 次サプライ
ヤーが 635社、2次・3次サプライヤーは 1700
社（いずれも日系、欧米系、タイ資本等を含
む）があるとされるため、サプライヤー・シ



ステムの全体像を捉えることは難しいと判
断したためである。 
 1 次データ収集のインタビュー調査のため
に訪問した大手自動車メーカーは、トヨタ自
動車・日産自動車・マツダ（フォードとの合
弁会社 AAT）の 3社である。1次サプライヤ
ー（以下 Tier1）としては、トヨタ系大手サプ
ライヤーのデンソー・アイシン精機・ジェイ
テクトの 3社、トヨタ系準大手サプライヤー
の豊田合成・小糸製作所・東海理化・津田工
業の 4社、独立系の矢崎総業・バンドー化学・
東郷製作所・ソミック石川の 4社、日産系大
手サプライヤーのカルソニックカンセイで
ある。また、地場大手サプライヤーとして、
タイサミットを調査した。タイサミットは数
多くの日系企業と合弁をしており、その中で
プレス工業・オギハラの 2社を調査した（以
上合計、自動車メーカー3社、Tier1メーカー
15社）。 
また、2次サプライヤー（以下 Tier2）とし
ては、主に、デンソー系のサプライヤーを重
点的に調査した。具体的には、デンソー協力
会組織である飛翔会に所属する企業であり、
伊藤精工・エヌティー精密・コバテック・小
松精機・鈴豊精鋼・新星工業・東研サーモテ
ック・トライス・藤田螺子・福寿工業・美濃
工業・矢作産業の 12 社、協力会には所属し
ていないサンライズ工業 1 社である（Tier2、
合計 13社）。 
 その他、三菱自動車系の Tier1 サプライヤ
ーのヒルタ工業・旭テックの 2 社、独立系
Tier2サプライヤーであるカネミツ・太平洋精
工・イハラ製作所・池田製作所・フセラシの
5社を訪問した（以上合計 7社）。 
 以上の企業以外の数社を含めると、約 40
社を訪問し、インタビュー調査を行った。ま
た、複数回訪問した企業もあるため、80時間
以上のインタビューを行った。 
  
4．研究成果 
 
本研究の目的は、日系企業が中心となった
産業集積の形成について、特に取引関係に注
目して、検討することであった。以下では、
2つの問いに対して、発見事実を述べた上で、
本研究の意義について述べる。 
 
（1）日本型取引慣行の変容について  
日本型取引慣行の変容について明らかと
なった発見事実は、タイの自動車産業の集積
においては、日系企業中心の取引関係が構築
されており、日本型取引慣行の維持されてい
ることである。  
 トヨタの Tier1サプライヤーの約 75％、日
産自動車のTier１サプライヤーの約 85％が日
系企業である（実数ベース）。大手 Tier1サプ
ライヤーについて見ると、デンソーでは Tier2
サプライヤーの約 60％が日系サプライヤー
であり、金額ベースでは約 80％と高くなる。
他の大手サプライヤーにおいてはさらに日

系企業の比率が高く、Tier2サプライヤーに占
める日系企業の比率は、アイシン精機は概ね
100％、カルソニックカンセイは 95％、ジェ
イテクトは 90％、矢崎総業は 90％を占めて
いる（実数ベース）。その他、準大手 Tier1サ
プライヤー（豊田合成、小糸製作所、東海理
化）では、Tier2サプライヤーの比率は実数ベ
ースではバラつきがあるが、金額ベースでは
いずれも 80－90％である。以上のように、日
系大手自動車メーカーは日系 Tier1 サプライ
ヤーと取引関係を構築し、日系 Tier1 サプラ
イヤーは日系 Tier2 サプライヤーと取引関係
を構築する傾向が著しく高いことが明らか
となった。 

Tier1 サプライヤーに日系企業が多い理由
としては、タイのサプライヤーの実力が十分
ではないことも大きいが、日本国内で自動車
の製品開発を行っているため、技術力が高く、
製品開発プロセスに深く関与できる日系サ
プライヤーが圧倒的に優位な立場にあるこ
とが背景にある。部分的な製品開発の移管は
行われると考えられるが、主要な機能部品に
ついては日本国内から開発を移すことは事
実上困難であり、今後も、日系企業の優位性
は揺るがないであろうと考えられる。 
 一方で、Tier2 サプライヤーにおいても、
圧倒的に日系企業が多いことが調査から明
らかになったが、その背景には地場サプライ
ヤーの品質、配送上の問題があり、十分な実
力を伴っていないことがある。また、日系企
業同士の競争も激しく、競争に入り込む余地
が少ないことも要因として考えられる。 
 このような中では、日本と同様の長期継続
的取引がなされており、系列的取引が継続さ
れていることが多い。タイでは部分的には系
列関係は崩れているが、特に、トヨタ系では、
系列取引が守られているといえるだろう。 
したがって、日本企業が中心となってサプ
ライヤー・システムが構築されてきた中で、
日系企業は日本と同様の取引慣行を移転し
ているため、タイでは日本型取引慣行は全く
といって良いほど変化していなかったとい
えるだろう。 
 
（2）日系企業のサプライヤー・システムの
現地化プロセスについて 
日系企業のサプライヤー・システムの現地
化プロセスについて明らかとなった発見事
実は、一部の大手企業においては、技術支援
などの育成購買行動がなされており、育成購
買行動が企業間の協働を促していること、取
引相手へのコミットメントを強めている可
能性があることである。 
 Tier2 サプライヤーのタイへの進出に注目
したところ、デンソーでは、Tier2サプライヤ
ーに対して、実質的にタイへの進出要請をし
ている場合が多い（一部、独自判断でタイへ
進出）。デンソーの協力会に所属する Tier2
サプライヤーの約 40％がタイに進出してい
ることもあり、デンソーと Tier2 サプライヤ



ーは一体となって、協働関係を構築している
といえる。 
一方で、大手のアイシン精機、ジェイテク
ト、その他、トヨタ系の豊田合成、小糸製作
所、東海理化などでは、基本的に Tier2 サプ
ライヤーへの進出要請は行っておらず、Tier2
サプライヤーは独自判断でタイへ進出して
いた。アイシン精機は、自社の協力会に所属
する Tier2サプライヤーの 10％がタイに進出
しているに過ぎず、ジェイテクトでは、協力
会（自動車部品）に所属する中小サプライヤ
ーは、ほとんどタイには進出していない。 
このようにトヨタ系サプライヤーの中で
も、Tier2サプライヤーとの関係性には濃淡が
あり、デンソーのように Tier2 サプライヤー
と緊密で強固な関係を構築している企業と、
アイシン精機、ジェイテクトのように Tier2
サプライヤーとそれほど強固な関係を構築
していない企業があり、企業体力によっても
サプライヤーを十分に支援し、緊密な関係性
を構築できるかに相違点があるといえる。 
そして、さらなる調査を進めたところ、サ
プライヤーと緊密な関係を構築している企
業は、サプライヤーをパートナーとして捉え、
サプライヤーに対して積極的に技術支援を
行っていることが明らかとなった。本研究で
は、技術支援などのサプライヤーを支援する
行動を、「育成購買行動」と呼ぶことにした。 
例えば、トヨタはタイでのサプライチェー
ン強化のために、現地調達を支援する部門を
立ち上げ、将来性と競合力のある新しいサプ
ライヤーを発掘し、部品を開発しようと試み
ている。また、設計段階からサプライヤーを
支援しており、例えば、機能部品であっても
変化点がある場合は、ランクに応じてサプラ
イヤーを指定して、支援を行っていた。設計
と生産技術によるコンカレントエンジニア
リングのプロセスで、サプライヤーを支援す
るが、サプライヤーの技術力が十分ではない
こともあり、Tier1と Tier2の調整への支援も
含めて支援を行っていた。 
また、デンソーは、Tier2サプライヤーに対
してより一層の現地化を求めており、サプラ
イヤーのコスト競争力が低い場合は、どのよ
うに改善すべきかなどを提案することで、サ
プライヤーの現地化を強化している。ここ数
年は、品質が良くないサプライヤーを選定し
た上で、それらの企業を重点的に支援してき
たが、さらに、サプライヤーの製造工程内で
不良品を防ぐための活動へとシフトし、近年
は、品質成績の良いサプライヤーも含めて、
企業体質の強化を進めている。 
このようにトヨタやデンソーはサプライ
ヤーに対して、生産工程のプロセスに深く入
り込みながら、アウトプット管理ではなく、
プロセス管理を行っているといえる。そこで
は様々な支援が無償で行われており、その結
果、サプライヤーの品質などが向上し、競争
力が得られるようになってきた。例えば、デ
ンソーの品質に対する要求水準、改善水準は

非常に高く、定期的に工場訪問があるが、改
善努力の結果として得られた利益はサプラ
イヤーにもたらされているため、デンソーと
サプライヤーの関係は良好である。 
 
（3）本研究の位置づけと今後の展望 
本研究では、主にトヨタとトヨタ系サプラ
イヤーへのインタビュー調査を基に、タイの
産業集積がどのように形成されてきたのか
について、取引関係に注目しながら検討を行
った。データの制約上、全体像を把握するに
は至っていないが、タイの産業集積において
は、日本企業が中心となってサプライヤー・
システムが構築されてきた中で、日本と同様
の取引慣行が移転された。したがって、タイ
では日本型取引慣行は全くといって良いほ
ど変化していなかったといえる。このような
日本企業の影響力が極めて強い、タイ独自の
産業集積の形成プロセスを明らかにしたこ
とが本研究の学術的貢献の１つである。 
また、サプライヤー・システムの現地化プ
ロセスとしては、トヨタおよびデンソーは、
積極的にサプライヤーの育成を行っていた。
両社は現地調達を推し進めるために、サプラ
イヤーを支援する部門をもっており、特に、
品質向上のためにサプライヤーのモノづく
りの工程に入り込んだ上で、技術支援などの
育成購買行動を行っていた。これらの技術支
援は無償であり、サプライヤー側からすると
非常に有益であるため、顧客に対するコミッ
トメントを高めている可能性があることが
明らかとなった。このように育成購買行動を
通じて、現地化が進展していることを明らか
にしたことが本研究のもう 1つの学術的貢献
であるといえるだろう。 
今後の課題としては、さらなる実態調査を
通じた、タイの産業集積の全体像を解明する
こと、育成購買行動がサプライヤーのコミッ
トメントを高めていることを実証分析する
ことなどが考えられる。 
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